研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　　青風荘　　　職　種　管理人(ＧＯＭ)　　　氏　名　　　秋山　欣也

	期　　間　　平成１９年３月２６日　～　平成１９年３月２８日

	出張目的　Ｈ18全国精神障害者社会復帰施設協会　施設長・管理者研修

	出 張 先　東京有明ＴＦＴビル

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


（特別講演）

「精神保健福祉のこれまでとこれから」　　　　　　　　顧問　谷中　輝雄

　

（考察）

　下記に記した年号を追って見ていくと、精神保健福祉の動きが活発化してきたのは実際には平成に入ってからであることに気がついた。1984年に起きた「宇都宮病院」事件が精神医療の様変わりとなるきっかけになっている。1987年に精神衛生法から精神保健法へと法の改正があり、それから８年後の1995年（平成７年）に現在の精神保健福祉法に改正されて現在まで１２年の歳月が過ぎている。「人権庇護」「社会復帰の促進」と叫ばれるようになってから丁度２０年、実際には平成に入ってからの精神医療は「入院医療から地域医療へ」とめまぐるしく変化してきた事が改めて実感した。そして現在の自立支援医療とますます変革しようとしている。本音を言えば余りの変わりようについて行けないと思う瞬間があったりもする。時代の流れなのか、或いは日本の福祉というものが世界から遅れているために急速に変わろうとしているのなのか・・・。いずれにせよ今は早急に変えていかなければならない時期に来ているのであり、自立支援法という波にうまく乗ることが出来なければ、死活問題になるということを実感した。

(社会復帰施設・制度化前)　

1965年 　：　全家連結成

1970年 ：　全家連が「精神障害者福祉法」制定をスローガンに運動を開始

　　　　　　　(目的)適切な医療と社会復帰施策を講じ、併せて家族の援助も行い、もって精神障害者の福祉を図る。

　　　　　　　　　　①重度の精神障害者は・・・終生にわたり必要な保護を行う。

　　　　　　　　　　②福祉施設への収容

1981年 ：　国際障害者年の思想を反映し、全家連福祉法試案は変容しつつ、新たな提言がなされ

るように・・・。

　1984年　：　(宇都宮事件）第一次ＩＣＪ＝　国際法律家委員会が来日　　

1985年 ：　(宇都宮事件）通信、面会に関するガイドライン（保健医療局通知）

1986年 ：　「精神障害者の社会復帰に関する意見」

1987年 ：　「精神衛生法から精神保健法へ」改正

1988年 ：　同法案施行・・・・人権庇護と社会復帰の促進を柱とした

1989年 ：　国際障害者年日本推進協議会精神障害者福祉小委員会は、「精神障害者の福祉制度確立

　　のための(素案)」と題する見解をまとめる。

　　　　　　　　①他障害や福祉と質・量ともに同等であるべき

　　　　　　　　②そのための福祉制度を確立

　　　　　　　　③望ましいのは障害者福祉法の統合化

1990年 ：　国際障害者年最終年シンポジュウムで初めて精神障害者問題を公開で議論

（全精社協を中心とした動き）

1990・10月：　全国精神障害者社会復帰施設協議会設立

　(平成２年)

　1992・04月：　精神保健福祉法の見直し作業が始まる。

・グループホーム運営要綱の協議

　　　　　　　　　・地域生活支援センター構想

　　　　　　　　　　①地域独立型　②社会復帰への附置　③保健所機能

　1994年　　：　全精社協法人化

　　　　　　　　　・公衆衛生審議会

　　　　　　　　　・ガイドライン策定

　　　　　　　　　・啓蒙・啓発検討会

1995年 ：　精神保健法から精神保健福祉法へ

　　　　　　　　・通所機能は生活支援センターに移行⇒廃止　

　　　　　　　　・精神障害者福祉工場の新設

(障害者施策への動き)

1999年(Ｈ11)：　精神障害者居宅支援の窓口を市町村にする議論

　　　　　　　　　・公衆衛生審議会(精神保健福祉法に関する専門委員会)　

　　　　　　　　精神保健福祉士現任者講習会実施

　　　　　　　　　・長期入院患者のあり方検討会

　　　　　　　　　・ケアガイドライン検討委員会

2003年(Ｈ15)：　社会復帰施設整備、大量不採択問題

　　　　　　　　　・これを契機に全精社協が始めて他の障害者団体と問題解決に向けた共闘

2004年　　　：　介護保険活用に賛意　

　　　　　　　　　・今後の精神保健福祉のあり方に関する「啓発」「精神病床」「地域生活支援」

　　　　　　　　　　の３検討会が立ち上がる。

2005年 ：　精神保健福祉の改革ビジョン

　　　　　　　　　　・改革のグランドデザイン(市町村中心→3障害)(自立支援)

　2006年　　　：　障害者自立支援法の本格的施行

　　　　　　　　　「本格的地域ケアの時代」

「障害者自立支援法の現状と課題」　　　　　厚労省社会・援護局　障害保健福祉部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　障害福祉課　　　　田仲　教泰　課長補佐

（考察）

　正直なところ自立支援法については分からないことばかりである。しかし、現状の施行状況や改善策等を傾聴しているうちにこれまでよりは中身が見えてきた気がする。特に改善策に関しては施行当初から比べるとかなり変わっていた点があり、勉強不足だったと反省させられたが、これまでに知らなかった事を知ることが出来て良いきっかけとなった。世間の声で「中身が分からない」「使いづらい」などということをよく耳にするが、今回こうして改めて勉強してみると、良いところもある制度だと気がついたりもした。しかし、実際利用するにあたっては細分化されている制度を可能なかぎりうまく使っていかないと、今後の施設運営は厳しいものになる。きちんと使えるものを見据えてうまく利用する、言葉で言うのは簡単だが、実際施行していくには大変なことであることも実感した。

　今更言っても仕方が無い事であるが、結局は国の税金の無駄使いが招いた結果であることは間違いなく、厚労省の方が説明をすればする程なんとも納得のいかない話しであった。

Ⅰ．障害者自立支援法の理念

(精神保健福祉施策の直面する課題)

支援費制度の施行(15年4月～)により新たなサービスの利用者が増え、地域生活支援が前進

　　　　↓しかし

・新たな利用者の急増に伴い、サービス費用も増大。今後も利用者の増加が見込まれる中、

　現状のままでは制度の維持が困難。

・大きな地域格差。

・障害種別ごとに大きなサービス格差、制度的にも様々な不整合、精神障害者は支援費制度

　にすら入っていない。

・働く意欲のある障害者が必ずしも働けていない。

　　　　↓つまり

障害者が地域で普通に暮らせるための基盤が十分整備されていない

（障害のある人が普通に暮らせる地域作り）

目指す方向：出来るだけ身近なところにサービス拠点

　　　　　　ＮＰＯ、空き教室、小規模作業所、民間住宅など地域の社会資源を活かす

　　　　　　施設入所者も選べる日中活動

　　　　　　重度の障害者も地域で暮らせる基盤作り

（障害者自立支援法のポイント）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法律による改革）

・障害者施策を３障害一元化　⇒　・３障害の制度格差を解消し、精神障害者を対象に

　　　　　　　　　　　　　　　　・市町村に実施主体を一元化し都道府県はこれをバックアップ

・利用者本位のサービス体系　⇒　・施設体系を６つの事業に再編。あわせて「地域生活支援」　

に再編　　　　　　　　　　　　　「就労支援」の為の事業や重度の障害者を対象としたサービスを創設。

　　　　　　　　　　　　　　　　・規制緩和を進め既存の社会資源を活用

　　　　　　　

　　・就労支援の抜本的強化　　　⇒　・新たな就労支援事業の創設

　　　　　　　　　　　　　　　　・雇用施策との連携を強化

・支給決定の透明化、明確化　⇒　・支給の必要度に関する客観的な尺度（障害程度区分）を

　　　　　　　　　　　　　　　　　導入。

　　　　　　　　　　　　　　　　・審査会の意見聴取など支援決定プロセスを透明化

・安定的な財源の確保　　　　⇒　・国の費用負担の責任を強化（費用の1/2を負担）　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　・利用者も応分の費用を負担し皆で支える仕組みに

　　　　　　　　　　　　

障害者が地域で暮らせる社会に自立と共生の社会を実現　

　

（利用者負担への配慮）

（原則）

	サービス費用の１割（定率負担）


[image: image1]　　　　
所得段階に応じた月額上限　　


　　

+　　食費・光熱水費（実費負担）


[image: image2]
　　　　　　　　（負担に係わる配偶処置）

○月額上限は「被扶養者」とならない限り、障害者とその配偶者の所得で適応

○年金以外に所得・資産の無い方に特別配慮

　・入所施設、グループホーム利用者　　　　　　　⇒　月収6.6万円以下の方は定率負担をゼロとし、食費等の負担のみに。

　・地域で暮らす方（ホームヘルプ、通所利用者）　⇒　低所得と課税世帯の一部の月額上限を４分の１に。

　・これらの措置を講じても生活保護となる場合　　⇒　生活保護にならないまでに減額。

Ⅱ．障害者自立支援法の施行状況　

· 国の障害福祉関係予算　⇒　自立支援法の施行後、10％を超える伸び。

· サービス規模　　　　　⇒　給付費＋1.6％、利用者＋9.4％の伸び率

· 利用者負担　　　　　　⇒　実際の負担率は

　　　　　　　　　　　　　　　・居宅サービス　約４％

　　　　　　　　　　　　　　　・通所サービス　約４％

　　　　　　　　　　　　　　　・入所サービス　約５％

　　　　　　　　　　　　　　　　と重度の方ほど負担率は低くなる。

Ⅲ．円滑な運営のため特別対策

　（改善策のポイント）

1 利用者負担の更なる軽減

・負担感の大きい通所・在宅・障害児世帯を中心とした対策を実施

2 事業者に対する激変緩和措置

・日割り化に伴い減収している通所事業所を中心とした対策を実施

3 新法への移行等のための緊急的な経過措置

・直ちには移行できない事業者の支援と法施行に伴う緊急的な支援

Ⅳ．就労支援と地域生活支援等についての一層の取り組み

　

○「成長力底上げ戦略」３本の矢

　　①人材能力戦略

　　②就労支援戦略

　　③中小企業底上げ戦略

　

　○「福祉から雇用へ」推進５ヵ年計画

　　①地域の特性を活かした就労支援体制を全国展開

　　②ハローワークを中心とした「チーム支援」

　　③障害者雇用促進法制の整備

　　④関係者の意識改革
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